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Ｈ２７．１１．２７ 

№ 議案番号 議 案 の 題 名 概      要 所管課 

1 議案第８０号 平成２７年度 熊谷市一般会計補正予算（第３号） 別紙参照 財政課 

2 議案第８１号 熊谷市税条例の一部を改正する条例 ①「地方税法」の一部改正に伴う徴収猶予等に関する規定の整備を行

うとともに、市税に係る減免の申請期限を見直すもの 

ア 徴収猶予等に係る申請書の記載事項、添付書類等に関する規定

の新設 

イ 申請による換価の猶予の新設 

ウ 徴収猶予等に係る担保の不徴取基準の新設 

エ 固定資産税、軽自動車税等に係る減免の申請期限の見直し 

②平成２８年４月１日から施行 

市民税課 

資産税課 

納税課 

3 議案第８２号 熊谷市保健施設条例の一部を改正する条例 ①江南保健センターを廃止するもの 

②平成２８年４月１日から施行 

健康づく

り課 

4 議案第８３号 熊谷市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の

一部を改正する条例 

①事業活動に伴って生じる、し尿以外の一般廃棄物の手数料の額を見

直すもの 

②平成２８年４月１日から施行 

環境美化

センター 

5 議案第８４号 熊谷市企業職員の給与の種類及び基準に関する条

例の一部を改正する条例 

①任期を定めて採用された職員の特定任期付職員業績手当等について

定めるもの 

②公布の日から施行 

営業課 

6 議案第８５号 熊谷市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正

する条例 

①「非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令」の一部改

正に伴い、特殊公務上の災害に係る年金たる損害補償と他の法律に

よる年金たる給付との併給の調整等を行うもの 

②公布の日から施行 

警防課 

7 議案第８６号 熊谷市立児童クラブ条例の一部を改正する条例 ①熊谷市立児童クラブの保育時間の見直しを行うもの 

②平成２８年４月１日から施行 

保育課 

8 議案第８７号 熊谷市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 ①国民健康保険税に係る減免の申請期限の見直しを行うもの 

②平成２８年４月１日から施行 

保険年金

課 

平成２７年１２月定例会提出 予算・一般議案一覧 
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9 議案第８８号 熊谷市企業の立地及び拡大の支援に関する条例の

一部を改正する条例 

①新たに事業所の設置等を行う事業者に対する奨励措置の範囲の拡大

等を行うもの 

ア 中心市街地における指定事業者の要件の緩和 

イ 本社機能を有する資本金１，０００万円以上の事業者に係る事

業所設置等奨励金の交付期間の延長 

ウ 雇用促進奨励金の交付要件及び交付額の見直し 

エ 従業員転入促進奨励金の新設 

オ 従業員転入奨励金の新設 

②平成２８年４月１日から施行 

企業活動

支援課 

10 議案第８９号 熊谷市定住人口増加のための固定資産税等の課税

免除に関する条例の一部を改正する条例 

①固定資産税等に係る課税免除の申請期限の見直しを行うもの 

②平成２８年４月１日から施行 

資産税課 

11 議案第９０号 熊谷市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 ①職員の任期を定めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の

特例に関し必要な事項を定めるもの 

ア 一定の期間内に終了することが見込まれる業務又は一定の期間

内に限り業務量の増加が見込まれる業務に従事させる場合等に任

期を定めて職員を採用することができる。 

イ 高度の専門的な知識経験等を有する者を任期を定めて採用した

場合の職員の給料月額、特定任期付職員業績手当等について定める。 

②公布の日から施行 

職員課 

12 議案第９１号 公の施設の指定管理者の指定について 

（熊谷市立老人憩の家吉岡荘） 

①指定管理者となる団体 有限会社 後藤衛生コンサルタント 

②指定の期間 平成２８年４月１日～平成３３年３月３１日 

長寿いき

がい課 

13 議案第９２号 公の施設の指定管理者の指定について 

（江南総合公園） 

①指定管理者となる団体 特定非営利活動法人 グリーンアップ熊谷 

②指定の期間 平成２８年４月１日～平成３３年３月３１日 

公園緑地

課 

14 議案第９３号 公の施設の指定管理者の指定について 

（妻沼運動公園等） 

①指定管理者となる団体 日本環境マネジメント株式会社 

②指定の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 

公園緑地

課 

15 議案第９４号 市道路線の認定について 市道１３４号線の供用開始等に伴う道路の認定（２路線） 管理課 

16 議案第９５号 市道路線の廃止について 市道１３４号線の供用開始等に伴う市道路線の廃止（３路線） 管理課 

 



１　予算規模 （単位：千円）

補　正　額

(第3号) 1,461,928

0

1,461,928

0

1,461,928

２　歳出補正予算の主なもの

補 正 額 担 当 課

150,000 障害福祉課

250,000 保育課

7 商 工 費 22,680 商業観光課

３　債務負担行為補正の主なもの （単位：千円）

限度額 担 当 課

50,000 市民課

138,901 公園緑地課
妻沼運動公園等指定管
理料

平成28年度から
平成30年度まで

　民間業者による施設の管理運営のノウハウ
を活用し、業務の効率化と利用者の利便性向
上を図ることを目的に、妻沼運動公園他９施
設について指定管理者制度を導入するための
債務負担行為を設定する。

　　　　担当者　総合政策部財政課　櫻井
　　　　連絡先　048-524-1111（内線241）

共同利便施設等補助事業

　「協同組合　熊谷流通センター」に対し、
安心安全な事業環境を構築するために実施す
る街路灯のＬＥＤ化に要する費用の一部を補
助する。

事　　　　項 期　　　　間 備　　　　　　　　　　考

住民票等コンビニ交付
システム導入業務委託

平成28年度

　来年１０月から住民票や戸籍証明書などの
コンビニ交付を開始するために必要なシステ
ム構築等の経費について債務負担行為を設定
する。

3 民 生 費

障害者自立支援給付事業
　障害者総合支援法に基づくサービスの利用
人数及び件数が当初の見込みより増加したた
め、給付費を増額する。

保育所管理運営経費

　国の子ども・子育て支援新制度による保育
士の処遇改善や待機児童の解消を図るための
基準単価の改定に伴い、民間保育所への委託
料を増額する。

款 事　　　　　　項 備　　　　　　　　　　考

一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 の 計 98,032,902 99,494,830

水   道   事   業   会   計 6,820,000 6,820,000

合　　　　　計 104,852,902 106,314,830

一　般　会　計　補　正　予　算　 65,122,902 66,584,830

特     別     会     計     の     計 32,910,000 32,910,000

平成２７年11月27日発表
担当課：財政課

平成２７年度１２月市議会補正予算（案）の概要

会　　　　計　　　　区　　　　分 補 正 前 の 額 合　　計



１． 事業概要

２．

３． その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線℡  048-524-1111 288

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　障害者の生活の質の向上と地域での自立生活を支援します。

【内容】
　障害者総合支援法に基づくサービスの利用に対する費用から、利用者負担額（原則一割。
所得に応じた上限あり。）を除いた額を、給付費として事業所に支払います。

【経緯】
　就労系の事業所が増えたことや、計画相談利用者が増加したことにより、支給額が増加し
ました。
　平成２４年度から、きめ細かなサービスのために相談支援の充実を図る一環として計画相
談支援（サービス利用計画書の作成等）が開始されましたが、３年間の経過措置期間が過ぎ
た本年４月以降、指定特定相談支援事業所の増加に伴い、新規の計画相談利用者も増え、支
給額が増加しました。
　上記のほか、生活介護等の各種法定サービスの利用件数も増加傾向にあり、給付費の支出
が増加し当初予算を上回ると予想されるため、補正をします。

特徴やPRポイント

　利用者の障害の程度や生活実態、家族等の支援の状況等を聞き取り、利用者の意向に沿う
ような福祉サービスや支給量等を決定し、適切なサービスを提供します。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

福祉部 障害福祉課 高柳

事業の名称等 

         障害者自立支援給付事業 

      ＜速報＞ 
平成２７年度１２月補正予算（案）概要 

     平成２７年１１月２７日発表 
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１． 事業概要

２．

３． その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線℡　　048-524-1111 538

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　民間保育所運営費委託料を支出することにより、子育てと保護者就労を支援します。

【内容】
　国が定める基準額（公定価格）の改定に伴い、民間保育所運営費委託料を増額します。

【経緯・経過】
　平成２７年４月施行の子ども・子育て支援新制度において、民間保育所運営費委託料の
算定根拠となる国が定める基準額（公定価格）について主に次の点が変更となりました。
・基準単価の増額
・職員の処遇改善等加算の増額
・賃貸料等管理費加算の追加

【影響・効果】
　民間保育所の適正かつ安定した運営に資します。

特徴やPRポイント
　子ども・子育て支援新制度に基づき、民間保育所運営費委託料を増額し、保育の量の拡
大と質の向上を目指します。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

福祉部 保育課 内田

事業の名称等 

            保育所管理運営経費 

      ＜速報＞ 

平成２７年度１２月補正予算（案）概要 

     平成２７年１１月２７日発表 
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１． 事業概要

２．

３． その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線℡　048-524-1111 499

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　本市における中小企業団体等の発展に必要な助成を行い、自主的な努力を助長す
るとともにその振興を図ることを目的としています。老朽化した街路灯の改修によ
り、安心・安全に配慮した、身近で快適な街づくりを推進します。

【内容】
　協同組合熊谷流通センターの街路灯が４０年経過し老朽化しているため撤去し、
ＬＥＤ街路灯を新設します。熊谷市中小企業等振興条例に基づき設置費用の一部
（新設２５％）を助成するものです。

【経緯】
　本事業は昭和５６年から始まりましたが、高齢化や担い手不足が進んでいる商店
街等では施設の整備・改修が難しい状況となっています。

【経過】
　平成２２年度は６商店街、平成２５年度は３商店街、平成２６年度は８商店街が
街路灯のＬＥＤ化を行い、設置費用の一部を助成しております。

【影響・効果】
　老朽化した街路灯の改修により安心・安全な環境の整備が図られるとともに、Ｌ
ＥＤ蛍光管を採用することで節電効果が期待されます。

特徴やPRポイント

　今回、団地開設４０周年を記念し、同組合熊谷流通センター内の１８０本の街路
灯がＬＥＤ化されます。市が２５％の助成を行うことで、協同組合熊谷流通セン
ターの安心・安全な事業環境が整備されます。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

産業振興部 商業観光課 福島

事業の名称等  

     共同利便施設等補助事業 

      ＜速報＞ 

平成２７年度１２月補正予算（案）概要 

     平成２７年１１月２７日発表 
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１． 事業概要

２．

３． その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線℡　　048-524-1111 229

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　全国のコンビニエンスストアで証明書の取得を可能とし、市民の利便性の向上と窓口の
混雑緩和を図ります。

【内容】
　個人番号カードを利用し、平成２８年１０月からコンビニエンスストアに設置されてい
るキオスク端末で住民票の写しや戸籍証明書等の交付を開始するためのシステム導入を行
うため債務負担行為の設定を行います。

交付実施予定証明書等
・住民票の写し
・住民票記載事項証明書
・印鑑登録証明書
・戸籍証明書（全部事項証明書、個人事項証明書）
・戸籍の附票の写し（附票全部証明、附票個人証明）
・市民税県民税所得課税証明書（非課税含む）

特徴やPRポイント
　大手コンビニチェーン数社にて実施することにより、６：３０～２３：００の間、市内
外のコンビニエンスストアにて証明書の交付を受けられるため、市民生活の利便性の向上
はもとより「いつでも取れる」という安心感をお届けできる。

実施予定コンビニエンスストア
　市内に店舗のあるコンビニエンスストアを中心に実施予定（別添資料参照）

　平成２７年１０月５日時点、住基カードによるコンビニ交付を実施している市町（県
内）は、さいたま市、春日部市、戸田市、北本市、小鹿野町の５団体です。

　全国では１００市町村で実施済です。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

市民部 市民課 原口

事業の名称等  

  住民票等コンビニ交付システム導入業務委託 

      ＜速報＞ 

平成２７年度１２月補正予算（案）概要 

     平成２７年１１月２７日発表 
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(※1)不特定多数の人が、タッチパネルなどの簡単な操作により、必要な情報にアクセスしたり、さまざまなサービスを利用したりすることができる端末装置。
(※2)個人番号カードで公的個人認証方式利用の場合。

証明書交付
センター

コンビニ事業者等 地方公共団体

キオスク端末
（※1）

住民

(7) 手数料の納付

(8) 証明書の印刷

(1) 証明書の申請

(4) 住所地に対して
申請情報の送信

(5) 証明書情報の送信
（PDF）

個人番号カードの利用

普通紙の利用
（コピー用紙）

従業員等を介さず交付
（住民がキオスク端末を操作）

通信の安全対策

全国共通の仕様が必須であり、
個人番号カード又は住基カード
でないと実現困難

個人番号カード
（住基カード）

手数料支払い

(2) 申請情報の送信

(6) 証明書情報、
偽造防止情報の送信

 
 

住 民 票 （例）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この写しは、世帯全員の住民票の原本と相違ないことを証明する。  

２００Ｘ年（平成ＸＸ年）ＸＸ月ＸＸ日 
ＸＸＸＸ市長 ×× ×××  

生年月日  性別  続柄  氏

名  
 

   

本

籍  
 

筆
頭

者 
 

 現

住
所  

 
異

動
日  

 
備

考  

生年月日  性別  続柄  氏
名   

   

本
籍   

筆

頭
者 

 

 現

住
所  

 
異

動
日  

 備
考  

生年月日  性別  続柄  氏
名      

本

籍   
筆

頭
者 

 

 現
住

所  
 

異
動

日  

 備
考  

生年月日  性別  続柄  氏

名      

本

籍   
筆
頭

者 
 

 現
住

所  
 

異
動

日  

 
備

考  

印 

証明書情報作成
（おもて面データ）

住所地に接続

専用
回線

LGWAN

PDFPDF PDF

PDF

居住す る市区町村の区域を超 え て 「 ど こ で も 」
ワ ン ス ト ッ プ で証明書等を受け取ることが可能

事業者が設置したキオスク端末を活用することによって、
行政サービスをよ り一層効率的に提供することが可能

・ 自動交付機の
延長線上で実現
・ 利用時間は
6：30～23：00
(市区町村ごとに設定)

偽造防止情報作成
（うら面データ）

取り忘れ対策

コンビニ交付のイメージ

J-LISが
構築・運用

PDF

証明発行ｻｰﾊﾞ

既存住基

証明書
記載用
情報

(3) （※2）
有効性検証

公的個人認証
サービスセンター

（地方公共団体情報システム機構より）
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コンビニエンスストアにおける証明書等の自動交付サービスを利用できる店舗・事業者情報
平成27年8月26日

No 利用できる店舗等 事業者名 サービス開始日 備考

1 セブン-イレブン 株式会社セブン-イレブン・ジャパン 平成22年2月2日 全国のセブン-イレブン店舗でサービス提供中

2 ローソン
株式会社ローソン
シャープビジネスソリューション株式会社

平成25年4月4日
全国のローソン、ナチュラルローソン、ローソンマート店舗でサービス提供
中

3 サークルKサンクス
株式会社サークルKサンクス
シャープビジネスソリューション株式会社

平成25年5月27日 全国のサークルＫ、サンクス店舗でサービス提供中

4 ファミリーマート
株式会社ファミリーマート
シャープビジネスソリューション株式会社

平成25年9月2日 全国のファミリーマート店舗でサービス提供中

5 Aコープ北東北
株式会社Aコープ北東北
株式会社リコー

平成27年7月16日 奥州市内のＡコープ北東北（１店舗）でサービス提供中。順次拡大予定

6 セイコーマート
株式会社セイコーマート
シャープビジネスソリューション株式会社

平成26年9月1日 全国のセイコーマート店舗でサービス提供中

7 イオンリテール
イオンリテール株式会社
シャープビジネスソリューション株式会社

平成27年7月16日
千葉県内（２店舗）及び埼玉県内（１店舗）でサービス提供中。順次拡大予
定

8 国分グローサーズチェーン
国分グローサーズチェーン株式会社
シャープビジネスソリューション株式会社

平成27年2月2日 全国の店舗(コミュニティ・ストア等)へ順次展開予定

9 エーコープ鹿児島
株式会社エーコープ鹿児島
株式会社リコー

平成27年7月16日
鹿児島市内のＡ・コープ鹿児島（１店舗）でサービス提供中。順次拡大予
定

10 セーブオン
株式会社セーブオン
シャープビジネスソリューション株式会社

平成27年8月26日 前橋市内のセーブオン（１店舗）でサービス提供中。順次拡大予定。

※地方公共団体情報システム機構ホームページより
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１． 事業概要

２．

３． その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線

　公園施設での指定管理者制度の導入は、平成２１年度からの熊谷運動公園、２５年度か
らの江南総合公園につづき３件目となります。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

都市整備部 公園緑地課 計画係　長島

℡　0493-39-4806

　公園施設の効率的な管理運営を目指し、妻沼地区の１０施設（妻沼運動公園、利根川総合運動
公園、妻沼東運動公園、妻沼西第一公園、妻沼西第二公園、妻沼西第１緑地、妻沼西第２
緑地、妻沼西第３緑地、妻沼西第４緑地、妻沼西第５緑地）に一括して指定管理者制度を
導入します。

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　指定管理者制度の導入により、民間の管理運営のノウハウを活用し、業務の効率化と利
用者の利便性の向上を図ることを目的としています。
【内容】
　妻沼地区にある施設の多い妻沼運動公園、隣接している工業団地内の２つの公園と５つ
の緑地、利根川総合運動公園、妻沼東運動公園の合計１０施設に指定管理者制度を導入
し、平成２８年度から３年間、管理運営を行います。
【経緯】
　第２次熊谷市行政改革大綱により、平成２５年度から指定管理者制度の導入を検討し、
２８年度からの導入が決定したものです。
　平成２８年度当初から、管理運営を遅滞なく行う必要があり、平成２７年度中に協定書
を締結するため、債務負担行為を設定します。
【効果】
　民間のノウハウや柔軟な発想による効率的な施設管理と自主事業により、利用者への
サービスの向上と利用者の増加が期待できます。

特徴やPRポイント

事業の名称等     

        妻沼運動公園等指定管理料 

      ＜速報＞ 

平成２７年度１２月補正予算（案）概要 

     平成２７年１１月２７日発表 
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